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１【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】
　平成28年５月10日に提出いたしました第12期第３四半期（自　平成28年１月１日　至　平成28年３月31日）に係る四

半期報告書の記載事項の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づ

き、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。

　なお、訂正後の四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けており、そ

の四半期レビュー報告書を添付しております。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第１　企業の概況

１　主要な経営指標等の推移

第２　事業の状況

３　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

第４　経理の状況

２．監査証明について

１　四半期連結財務諸表

(1）四半期連結貸借対照表

(2）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

注記事項

（セグメント情報等）

（１株当たり情報）

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿線を付して表示しております。なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、上記の訂正事項について

は、訂正後のみを記載しております。
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第11期
第３四半期
連結累計期間

第12期
第３四半期
連結累計期間

第11期

会計期間
自平成26年７月１日
至平成27年３月31日

自平成27年７月１日
至平成28年３月31日

自平成26年７月１日
至平成27年６月30日

売上高 （千円） 3,294,935 1,760,989 5,618,691

経常利益又は経常損失（△） （千円） 139,517 △780,405 322,460

親会社株主に帰属する四半期（

当期）純利益又は親会社株主に

帰属する四半期純損失（△）

（千円） 72,229 △835,537 158,038

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 275,983 △1,139,451 432,250

純資産額 （千円） 2,748,962 2,280,880 3,346,731

総資産額 （千円） 7,352,972 6,725,123 8,607,216

１株当たり四半期（当期）純

利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額(△）

（円） 46.16 △403.46 98.21

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － 86.55

自己資本比率 （％） 28.2 25.6 30.6

 

回次
第11期
第３四半期
連結会計期間

第12期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成27年１月１日
至平成27年３月31日

自平成28年１月１日
至平成28年３月31日

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額

（△）

（円） 32.72 △263.79

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。

２．売上高には、消費税等は含まれていません。

３．当社は、平成27年３月12日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っています。そのため、第11期の

期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期（当期）純利益金額および潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額を算定しています。

４．当社は、平成27年６月29日付で東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に上場しているため、第11期

の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、新規上場日から第11期末までの平均株価を期中平均株価と

みなして算定しています。

５．第11期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、新株予約権（ストック・

オプション）未行使残高がありますが、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載し

ていません。

６．第12期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの、１株当たり四半期純損失金額であるため記載していません。

７．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益又は四半期純損失」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益

又は親会社株主に帰属する四半期純損失」としています。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社の異動もありません。

　なお、第１四半期連結会計期間よりセグメントの区分を変更しています。詳細は、「第４　経理の状況　１　四半

期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりです。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて変更があっ

た事項は、次のとおりです。

　以下の見出しに付した項目番号は、前事業年度の有価証券報告書における「第一部　企業情報　第２　事業の状況

４　事業等のリスク」の項目番号に対応しています。

（15）財務制限条項

　当社は、平成27年９月に取引金融機関との間で締結している貸出コミットメント契約を更改しています。新たな貸

出コミットメント契約では、取引銀行が４行となり、財務制限条項として「平成27年６月期末及びそれ以降の各事業

年度末日における報告書等における単体の損益計算書に記載される経常損益を２期連続して損失としないこと」が付

されています。

　なお、更改前の貸出コミットメント契約で付されていた純資産維持条項は、新たな契約では対象外となっていま

す。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当第３四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会

社）が判断したものです。

 

(１）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、日本政府による経済政策等を背景として、企業業績や雇用情

勢の改善が見られる一方で、中国およびアジア新興国に端を発した世界的な景気減速、原油安や株価の急落、為替

の円高推移により、依然として不透明な状況で推移しました。

　当社グループを取り巻く環境について、エネルギー関連事業では、原油安の影響および世界経済の減速から先行

きの不透明感が広がり、プラント・オーナーの投資判断が慎重になる状況が続いており、多くのプロジェクトで受

注予定時期に遅れが生じています。また、需要が一時的に縮小したことにより価格競争が激化しました。水関連事

業については、ケミレス（薬品を使用せずに接触酸化と生物処理により、不要な成分を超高速で取り除く水処理装

置）を米国全土へ販売するため、米国に代理店網の構築を目論み販売店へのアプローチを行っていました。しか

し、アプローチ先から全米独占販売契約の付帯条件の提示等があり、受注に至らず米国の特定有力地域に絞った施

策への変更を余儀なくされました。取水については、国内水道事業体が保有する設備の更新需要が底堅く存在する

一方、老朽化した配管取替や設備の耐震化等を優先する傾向も散見され、当社の事業分野である取水設備の更新に

対する予算配分の減少や予算化の遅れなどの影響が一部で見られました。また、海外では中国やマレーシア等の水

不足が深刻化する地域において需要はあるものの、景気減速や政治動向により一部案件に遅れが生じています。

　このような状況の下、当社グループが成長製品と位置付けている水関連事業のケミレスは、これまで立証されて

いる地下水に含まれる鉄、マンガン、アンモニア態窒素の除去性能に加えて、ヒ素除去の性能も実証実験により認

められるなど、除去可能な成分を増やしており、土木工事等で必要となる排水処理の新たなマーケットが顕在化し

つつあります。また、ベトナムにおけるケミレス実証実験の成果を受けて、ＪＩＣＡ「中小企業海外展開支援事

業～普及・実証事業～」の委託事業に採択され、実機の納入および技術指導等を行っており、同国ならびに東南ア

ジア近隣諸国におけるケミレス拡販の布石と位置づけています。

　以上の結果、当社グループの当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高1,760,989千円（前年同期比46.6％

減）、営業損失625,917千円（前年同期は営業損失27,866千円）となりました。また、今年に入り進行した円高の

影響を受けて為替差損123,541千円を計上したため、経常損失780,405千円（前年同期は経常利益139,517千円）、

親会社株主に帰属する四半期純損失835,537千円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純利益72,229千円）と

なりました。なお、当社グループの業績は、エネルギー関連事業および水関連事業ともに、第４四半期連結会計期

間に売上の計上が偏る傾向もあり、当第３四半期連結累計期間の業績は低い水準となっています。
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　セグメント別の業績は、以下のとおりです。

　なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分等を変更しています。

 

　① エネルギー関連事業

中国を除くアジアや中東、欧州の設備更新に対する一定の需要を取り込むと共に、案件の商談を順次進めてい

ますが、新規石油プラントの建設や既存プラントの設備更新に係るプラント・オーナーの投資判断が慎重になる

状況が続いており、多くのプロジェクトで受注予定時期に遅れが生じています。また、需要が一時的に縮小した

ことにより価格競争が激化しました。その結果、売上高は1,000,431千円（前年同期比56.8％減）、セグメント

損失は218,690千円（前年同期はセグメント利益226,881千円）となりました。

 

　② 水関連事業

ＪＩＣＡ支援事業に採択されたベトナム案件など実機の納入および技術指導を進めています。一方、一部の国

内取水設備の更新需要に対する予算の減少や遅延、中国やマレーシア国内の政治・経済の動向により一部の案件

に遅れが生じています。また、米国における代理店網構築の施策変更を余儀なくされたことにより、売上高は

760,558千円（前年同期比22.4％減）となり、水関連事業に係る展示会への出展費用が発生したこと等によりセ

グメント損失は1,166千円（前年同期はセグメント利益167,186千円）となりました。

 

(２）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は6,725,123千円となり、前連結会計年度末に比べ1,882,093千円減少し

ました。これは主に、売上債権の回収により受取手形及び売掛金が1,221,649千円減少したこと、現金及び預金が

554,169千円減少したことによるものです。

負債合計は4,444,243千円となり、前連結会計年度末に比べ816,241千円減少しました。これは主に、短期借入金

が329,638千円増加した一方で、仕入債務の支払により支払手形及び買掛金が300,256千円減少したこと、私募債の

買入消却等により1年内償還予定の社債が75,000千円および社債が282,500千円減少したこと、未払法人税等が

171,293千円、流動負債のその他に含まれる未払金が192,032千円それぞれ減少したことによるものです。

純資産合計は2,280,880千円となり、前連結会計年度末に比べ1,065,851千円減少しました。これは主に、平成27

年７月29日の第三者割当による新株の発行により資本金が36,800千円および資本剰余金が36,800千円増加した一方

で、親会社株主に帰属する四半期純損失の計上により利益剰余金が835,538千円減少したこと、為替換算調整勘定

が146,562千円、非支配株主持分が156,490千円それぞれ減少したことによるものです。

 

(３）事業上および財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに発生した課題はありません。

 

(４）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費の総額は49,001千円です。水関連事業において、

前連結会計年度に引き続き、ケミレスの改良・改善、アブダビ湾岸および中国河北省唐山市曹妃甸工業地区におけ

るハイシスの実証実験に取り組んでいます。

　ケミレスの改良・改善では、地下水に含まれる鉄、マンガン、アンモニア態窒素の除去性能がこれまで立証され

ていましたが、加えて、ヒ素除去の性能も実証実験により認められました。

　ハイシスでは、アブダビ湾岸および中国河北省唐山市曹妃甸工業地区において、１日当たりの海水取水量を引き

上げて、より本プラントに近い環境下での実証実験を継続しています。

 

（５）生産、受注及び販売の実績

　当第３四半期累計期間においてエネルギー関連事業および水関連事業の生産、受注及び販売の実績が著しく減少

しています。詳細は「（１）業績の状況」をご覧ください。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 7,004,000

計 7,004,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年５月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,101,000 2,101,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

100株です。

計 2,101,000 2,101,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成28年１月１日～

平成28年３月31日
－ 2,101,000 － 787,350 － 782,447

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしてい

ます。

 

①【発行済株式】

平成28年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　　25,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　2,075,800 20,758

権利内容に何ら限定のな

い、当社における標準と

なる株式であり、単元株

式数は100株です。

単元未満株式 普通株式　　　　200 － －

発行済株式総数 2,101,000 － －

総株主の議決権 － 20,758 －

 

②【自己株式等】

平成28年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社ナガオカ
大阪府貝塚市二色北町１

番15号
25,000 － 25,000 1.19

計 － 25,000 － 25,000 1.19

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しています。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年１月１日から平

成28年３月31日まで）および第３四半期連結累計期間（平成27年７月１日から平成28年３月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けています。

　また、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出していますが、訂

正後の四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けています。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（平成27年６月30日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年３月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,806,696 1,252,526

受取手形及び売掛金 2,886,427 1,664,778

商品及び製品 44,122 41,519

仕掛品 267,168 641,045

原材料及び貯蔵品 616,223 609,895

繰延税金資産 102,743 2,690

その他 228,297 141,794

貸倒引当金 － △34,044

流動資産合計 5,951,678 4,320,205

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,341,443 1,247,485

機械装置及び運搬具（純額） 429,655 419,294

リース資産（純額） 258,040 208,260

建設仮勘定 13,927 8,406

その他（純額） 86,741 73,887

有形固定資産合計 2,129,807 1,957,334

無形固定資産 362,871 320,325

投資その他の資産   

繰延税金資産 48,682 11,357

その他 114,175 115,899

投資その他の資産合計 162,858 127,257

固定資産合計 2,655,537 2,404,917

資産合計 8,607,216 6,725,123

 

EDINET提出書類

株式会社ナガオカ(E31575)

訂正四半期報告書

10/19



 

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（平成27年６月30日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年３月31日）

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 831,571 531,315

短期借入金 1,310,062 1,639,701

1年内返済予定の長期借入金 516,127 574,382

1年内償還予定の社債 185,000 110,000

未払法人税等 174,029 2,736

繰延税金負債 36,676 14,980

賞与引当金 － 2,334

役員賞与引当金 70,750 －

工事損失引当金 3,263 11,903

その他 519,542 195,573

流動負債合計 3,647,025 3,082,928

固定負債   

社債 422,500 140,000

長期借入金 756,249 847,595

退職給付に係る負債 73,895 77,272

資産除去債務 70,148 73,319

繰延税金負債 － 1,944

その他 290,665 221,183

固定負債合計 1,613,458 1,361,315

負債合計 5,260,484 4,444,243

純資産の部   

株主資本   

資本金 750,550 787,350

資本剰余金 773,247 810,047

利益剰余金 803,154 △32,384

自己株式 △21,000 △21,000

株主資本合計 2,305,951 1,544,014

その他の包括利益累計額   

繰延ヘッジ損益 197 △663

為替換算調整勘定 327,722 181,160

その他の包括利益累計額合計 327,920 180,496

非支配株主持分 712,859 556,369

純資産合計 3,346,731 2,280,880

負債純資産合計 8,607,216 6,725,123
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年７月１日
　至　平成27年３月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年７月１日
　至　平成28年３月31日)

売上高 ※ 3,294,935 ※ 1,760,989

売上原価 2,305,561 1,414,088

売上総利益 989,374 346,901

販売費及び一般管理費 1,017,240 972,818

営業損失（△） △27,866 △625,917

営業外収益   

受取利息 1,325 979

スクラップ売却益 13,689 9,940

為替差益 190,564 －

補助金収入 13,865 11,384

その他 5,015 6,973

営業外収益合計 224,460 29,277

営業外費用   

支払利息 36,849 30,388

為替差損 － 123,541

支払手数料 10,941 28,907

その他 9,287 929

営業外費用合計 57,077 183,765

経常利益又は経常損失（△） 139,517 △780,405

特別損失   

固定資産除却損 11,284 532

特別損失合計 11,284 532

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
128,232 △780,937

法人税等 85,034 131,592

四半期純利益又は四半期純損失（△） 43,198 △912,530

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △29,031 △76,992

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
72,229 △835,537

 

EDINET提出書類

株式会社ナガオカ(E31575)

訂正四半期報告書

12/19



【四半期連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年７月１日
　至　平成27年３月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年７月１日
　至　平成28年３月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 43,198 △912,530

その他の包括利益   

繰延ヘッジ損益 677 △861

為替換算調整勘定 232,107 △226,060

その他の包括利益合計 232,784 △226,921

四半期包括利益 275,983 △1,139,451

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 197,580 △982,961

非支配株主に係る四半期包括利益 78,403 △156,490
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）および「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号

平成25年９月13日）等を第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更および少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っています。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計

期間および前連結会計年度については、四半期連結財務諸表および連結財務諸表の組替えを行っています。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（原価差異の繰延処理）

操業度の時期的な変動により発生した原価差異は、原価計算期間末までにほぼ解消が見込まれる場合、当該原

価差異を流動資産（その他）として繰り延べています。

 

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しています。

ただし、当該見積実効税率を用いて算定すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用

する方法によっています。

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　売上高の季節的変動

　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年７月１日　至　平成27年３月31日）および当第３四半期連結累計

期間（自　平成27年７月１日　至　平成28年３月31日）

　当社グループの売上高は、連結会計年度末に向けて完成する工事の割合が高くなる傾向にあるため、季節的

変動があります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりです。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年７月１日
至 平成27年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年７月１日
至 平成28年３月31日）

減価償却費 145,015千円 153,865千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年７月１日　至　平成27年３月31日）

１．配当に関する事項

配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。
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３．株主資本の著しい変動に関する事項

当社が平成23年10月３日に発行した第４回無担保転換社債型新株予約権付社債は、その全てが平成27年１月

９日付で新株予約権の行使により新株式へ転換されました。この結果、当第３四半期連結累計期間において

資本金が149,500千円、資本準備金が149,500千円増加し、当第３四半期連結会計期間末において資本金が

529,750千円、資本剰余金が552,447千円となっています。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年７月１日　至　平成28年３月31日）

１．配当に関する事項

配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動に関する事項

平成27年５月27日および平成27年６月11日開催の当社取締役会において、オーバーアロットメントによる売

出しに関連して行う、第三者割当による新株式の発行を決議し、平成27年７月29日に払込が完了しました。こ

の結果、当第３四半期連結累計期間において資本金が36,800千円、資本準備金が36,800千円それぞれ増加し、

当第３四半期連結会計期間末において資本金が787,350千円、資本剰余金が810,047千円となっています。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年７月１日　至　平成27年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

     (単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２ エネルギー関連 水関連 計

売上高      

外部顧客への売上高 2,314,480 980,455 3,294,935 － 3,294,935

セグメント間の内部売上高

または振替高
－ － － － －

計 2,314,480 980,455 3,294,935 － 3,294,935

セグメント利益または損失(△） 226,881 167,186 394,068 △421,934 △27,866

　（注）１．セグメント利益または損失の調整額△421,934千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用です。

全社費用は、主に、各報告セグメントに帰属しない役員および管理部門に係る人件費、経費等の一般管理費

です。

２．セグメント利益または損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っています。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年７月１日　至　平成28年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

     (単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２ エネルギー関連 水関連 計

売上高      

外部顧客への売上高 1,000,431 760,558 1,760,989 － 1,760,989

セグメント間の内部売上高

または振替高
－ － － － －

計 1,000,431 760,558 1,760,989 － 1,760,989

セグメント損失（△） △218,690 △1,166 △219,856 △406,060 △625,917

　（注）１．セグメント損失の調整額△406,060千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用です。全社費用

は、主に、各報告セグメントに帰属しない役員および管理部門に係る人件費、経費等の一般管理費です。

２．セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っています。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（セグメント区分の変更等）

　当社グループのセグメント区分は、従来、「エネルギー関連事業」、「取水関連事業」および「その他」とし

ていましたが、業績拡大に向け、平成27年７月１日付で組織を変更したことに伴い、当社グループの企業活動の

実態に即した、より適切な開示を行うことを目的として、第１四半期連結会計期間より、「エネルギー関連事

業」および、従来の「取水関連事業」と「その他」を合わせた新たな「水関連事業」の２つをセグメント区分と

することにしました。

　当該セグメント変更は、これまで「その他」に含めていた、当社が成長製品と位置付けるケミレスおよびハイ

シスが、今後、収益の獲得が見込まれるため、新たな体制で積極的な営業展開を図ることを目的とするもので

す。そのため、今後、当社では、ケミレスおよびハイシスを「その他」ではなく独立した事業として認識すると

ともに、親和性のある従来の「取水関連事業」と合わせた新たな「水関連事業」として捉え、業績評価の基礎と

することにしました。

　また、当該セグメント区分の変更に合わせて、従来合理的な配分基準により各セグメントに配分していた全社

費用について、各セグメント別の経営成績をより適切に反映させるため、これを配分しない方法に変更していま

す。

　なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後のセグメントの区分に基づき作成したものを開

示しています。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は1株当たり四半期純損失金額および算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年７月１日
至　平成27年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年７月１日
至　平成28年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
46円16銭 △403円46銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親会

社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）

72,229 △835,537

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損失金

額（△）（千円）

72,229 △835,537

普通株式の期中平均株式数（株） 1,564,832 2,070,909

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

　（注）１．前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、新株予約権（ストッ

ク・オプション）の未行使残高がありますが、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため

記載していません。

２．平成27年２月13日開催の取締役会決議により、平成27年３月12日付で株式１株につき100株の株式分割を

行っています。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を

算定しています。

３．当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在する

ものの、１株当たり四半期純損失金額であるため記載していません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年２月14日

株式会社ナガオカ

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 土居　正明　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 三宅　　潔　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ナガオ

カの平成27年７月１日から平成28年６月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年１月１日から平成

28年３月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年７月１日から平成28年３月31日まで）に係る訂正後の四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ナガオカ及び連結子会社の平成28年３月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

その他の事項

　四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。なお、

当監査法人は、訂正前の四半期連結財務諸表に対して平成28年５月10日に四半期レビュー報告書を提出した。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しています。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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